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表 の ロ に 掲 げ る 自 動 車 に つ い て は 同 表 の ロ に 掲 げ る 値 、 同 表 の ハ に 掲 げ る 自 動 車 に つ い て は 同

表 の ハ に 掲 げ る 値 、 同 表 の ニ に 掲 げ る 自 動 車 に つ い て は 同 表 の ニ に 掲 げ る 値 の そ れ ぞ れ 四 分 の

一 を 超 え な い 自 動 車 で 、 か つ 、 そ の 他 の 自 動 車 排 出 ガ ス に 係 る 国 土 交 通 大 臣 が 定 め る 基 準 （ 第

四 十 条 の 四 に お い て 「 特 定 基 準 」 と い う 。 ） に 適 合 す る も の で あ る こ と に つ い て 国 土 交 通 大 臣 が

認 定 し て い る こ と 。

二 自 動 車 の 燃 費 性 能 の 評 価 及 び 公 表 に 関 す る 実 施 要 領 （ 平 成 十 六 年 国 土 交 通 省 告 示 第 六 十 一 号 。

第 四 十 条 の 四 第 六 項 第 二 号 及 び 第 九 項 第 二 号 に お い て 「 実 施 要 領 」 と い う 。 ） 第 三 条 に 規 定 す る

十 ・ 十 五 モ ー ド 燃 費 値 が 同 条 第 一 号 に 規 定 す る 平 成 二 十 二 年 度 基 準 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 に 百 分

の 百 三 十 二 を 乗 じ て 得 た 数 値 以 上 で あ る こ と （ 当 該 自 動 車 に 係 る 自 動 車 検 査 証 に 次 に 掲 げ る 自

動 車 の 区 分 に 応 じ そ れ ぞ れ 次 に 定 め る 事 項 が 記 載 さ れ て い る 自 動 車 に 限 る 。 ） 。

イ 法 第 九 十 条 の 十 第 一 項 に 規 定 す る 乗 用 自 動 車 次 項 に 定 め る 方 法 に よ り 当 該 自 動 車 の エ ネ

ル ギ ー 消 費 効 率 （ 法 第 九 十 条 の 十 二 第 一 項 第 四 号 イ に 規 定 す る エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 を い う 。

ロ 及 び 第 四 十 条 の 四 第 八 項 に お い て 同 じ 。 ） が 算 定 さ れ て い な い こ と 及 び 当 該 自 動 車 が 平 成 二

十 二 年 度 燃 費 基 準 三 十 二 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 三 十 八 パ ー セ ン ト

向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 五 十 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準

六 十 五 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 又 は 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 八 十 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 で あ る

こ と 。

ロ 法 第 九 十 条 の 十 第 二 項 に 規 定 す る 貨 物 自 動 車 次 項 に 定 め る 方 法 に よ り 当 該 自 動 車 の エ ネ

ル ギ ー 消 費 効 率 が 算 定 さ れ て い な い こ と 及 び 当 該 自 動 車 が 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 三 十 二

パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 三 十 八 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二

年 度 燃 費 基 準 四 十 四 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 、 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 五 十 パ ー セ ン ト 向 上 達

成 車 又 は 平 成 二 十 二 年 度 燃 費 基 準 五 十 七 パ ー セ ン ト 向 上 達 成 車 で あ る こ と 。

２ 施 行 令 第 五 十 一 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 法 第 九 十 条 の 十 二 第 一 項 第 四 号 イ に 規 定 す る 平 成 三

十 二 年 度 基 準 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 及 び 同 号 ロ に 規 定 す る 平 成 二 十 七 年 度 基 準 エ ネ ル ギ ー 消 費 効

率 を 算 定 す る 方 法 と し て 財 務 省 令 で 定 め る 方 法 は 、 自 動 車 の エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 の 算 定 等 に 関 す

る 省 令 に 規 定 す る 国 土 交 通 大 臣 が 告 示 で 定 め る 方 法 （ 平 成 十 八 年 国 土 交 通 省 告 示 第 三 百 五 十 号 。

次 項 に お い て 「 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 算 定 告 示 」 と い う 。 ） 第 一 条 第 二 号 に 掲 げ る 方 法 と す る 。

３ 施 行 令 第 五 十 一 条 の 二 第 二 項 に 規 定 す る 平 成 二 十 二 年 度 基 準 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 を 算 定 す る 方

法 と し て 財 務 省 令 で 定 め る 方 法 は 、 エ ネ ル ギ ー 消 費 効 率 算 定 告 示 第 一 条 第 一 号 に 掲 げ る 方 法 と す

る 。
（ 特 定 自 動 車 の 範 囲 ）

第 四 十 条 の 三 施 行 令 第 五 十 一 条 の 三 第 一 項 に 規 定 す る 財 務 省 令 で 定 め る 自 動 車 は 、 道 路 運 送 車 両

法 施 行 規 則 第 四 十 四 条 第 一 項 た だ し 書 に 規 定 す る 離 島 に 使 用 の 本 拠 の 位 置 を 有 す る 自 動 車 と す

る 。
別 表 第 七 備 考 １ 及 び 備 考 ２ か ら ま で の 規 定 中「国内に」 を 削 り 、 同 表 の 備 考 ２ を 同 表 の

備 考 ２ と し 、 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で を 同 表 の 備 考 ２ か ら ま で と し 、 同 表 の 備 考 ２ の 次

に 次 の よ う に 加 え る 。

 当該特定口座が法第37条の14の２第５項第５号に規定する課税未成年者口座である場合に
は、その旨を「摘要」の欄に記載すること。

１ この計算書を「上場株式等の源泉徴収選択口座内調整所得金額及び源泉徴収選択口座内配当等
の所得税徴収高計算書」として使用する場合には、この計算書の表の「未成年者口座等において
契約不履行等事由が生じた場合」の字句を抹消し、次のように記載すること。
 「平成 年（ 月）分」の空欄には、法第37条の11の４第１項に規定する源泉徴収選択
口座（以下「源泉徴収選択口座」という。）に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡の対価若し
くは源泉徴収選択口座において処理された上場株式等の信用取引等に係る差金決済による差益
に相当する金額の支払又は法第37条の11の６第１項に規定する源泉徴収選択口座内配当等（以
下「源泉徴収選択口座内配当等」という。）の交付をした年（源泉徴収選択口座につき施行令第
25条の10の11第２項各号に規定する事由が生じた場合には、当該事由が生じた日の属する年及
び月）を記載すること。
 「上場株式等の譲渡」の欄には、それぞれ次のように記載すること。
イ 「納付税額」の欄には、法第37条の11の４第１項の規定により徴収して納付する所得税の
額につき、それぞれ次のように記載すること。
 「人員」の項には、実際人員を記載すること。
 「源泉徴収選択口座内調整所得金額等及び源泉徴収選択口座内配当等の額又は未成年者
口座等において契約不履行等事由が生じた場合の上場株式等の譲渡所得等の金額及び配当
所得の金額」の項には、その年（施行令第25条の10の11第２項各号に規定する事由が生じ
た源泉徴収選択口座にあつては、当該事由が生じた日までの期間に限る。以下１において
同じ。）に行われた源泉徴収選択口座に係る特定口座内保管上場株式等の譲渡又は源泉徴収
選択口座において処理された上場株式等の信用取引等に係る差金決済により生じた法第37
条の11の４第２項に規定する源泉徴収選択口座内調整所得金額の総額（施行令第25条の10
の11第８項の規定の適用がある場合には、当該源泉徴収選択口座内調整所得金額の総額か
らその年の同項に規定する還付すべき金額に相当する金額の計算の基礎となつた金額（そ
の年において生じた法第37条の11の４第３項に規定する満たない部分の金額をいう。ロ
において同じ。）の総額を控除した金額）

ロ 「還付税額」の欄には、その年における法第37条の11の４第３項の規定により居住者又は
恒久的施設を有する非居住者に還付すべき所得税の額につき、それぞれ次のように記載する
こと。
 「人員」の項には、実際人員を記載すること。
 「源泉徴収選択口座内調整所得金額等及び源泉徴収選択口座内配当等の額又は未成年者
口座等において契約不履行等事由が生じた場合の上場株式等の譲渡所得等の金額及び配当
所得の金額」の項には、その年の還付すべき金額に相当する金額の計算の基礎となつた金
額の総額を記載すること。

 「配当等」の欄には、それぞれ次のように記載すること。
イ 「納付税額」の欄には、その年中に交付した源泉徴収選択口座内配当等について法第３条
の３第３項（同条第１項に規定する国外一般公社債等の利子等に係る部分を除く。）、第８条
の３第３項（同条第２項第２号に係る部分に限る。）、第９条の２第２項又は第９条の３の２
第１項の規定により徴収して納付する所得税の額につき、それぞれ次のように記載すること。
 「人員」の項には、実際人員を記載すること。
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